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これまでの本市における行政改革の取組と背景 

 

本市の行政改革は、昭和５８年の自主改善提案の実施を行い、平成８年度に行政改

革大綱を策定し、経費の削減、組織の見直し、職員数の適正化など、全庁的に行政改

革に取り組んできました。 

行政改革の取組 期 間 

行政改革大綱 平成 ８ 年度～平成１０年度 

行政改革大綱（平成１１年度改訂版） 平成１１年度～平成１４年度 

第２次行政改革大綱 平成１５年度～平成１７年度 

集中改革プラン 平成１７年度～平成２１年度 

第３次行政改革大綱 平成２２年度～平成２６年度 

第３次行政改革大綱（平成２７年度改訂版） 平成２７年度～令和 元 年度 

第３次行政改革大綱（令和 ２ 年度改訂版） 令和 ２ 年度～令和 ６ 年度 

第４次行政改革大綱 令和 ７ 年度～令和１１年度 
 

しかしながら、大幅な歳入増加の見通しがない状況の中、進展する少子高齢化社会に対

応する社会保障費の増大などの行政課題に対応するため、予算規模は拡大しております。

そのため、市債や財政調整基金繰入金といった、借入や貯金の取り崩しに依存しており、

収入と支出のバランスは将来に向けて持続可能である必要があります。 

そのバランスを適正なものとするため、令和２年度（第３次富里市行政改革大綱（令

和２年度改訂版））から、歳入改革の強化を柱とした改革の推進において、規制緩和へ

の働き掛けによる新たな企業立地の促進に向けた企業誘致の推進や、市民負担の公平

性の確保の観点から市税などの滞納整理の更なる強化、富里市債権管理条例（令和４

年条例第１８号）の制定など、市の歳入拡大に向けた取組を積極的に推進してきまし

た。 

本市においては令和元年房総半島台風による被害からの復興をはじめ、令和２年１月以

降に拡大し長期化した新型コロナウイルス感染症対策を十分に講じながらも、並行して企

業誘致などの歳入改革に取り組み、その効果が得られ始めている一方で、コロナ禍の経験

による新しい生活様式への対応、地球温暖化による気候変動対策、公共施設やインフラの

老朽化、少子高齢化による社会保障関連経費の増大に加え、原油価格・物価高騰、労務単

価の上昇など、行政経営は更に厳しさを増すことが見込まれます。 

このような状況の中、市民満足度の高い効率的な行政サービスを効果的に提供する

ため、「第３次行政改革大綱（令和２年度改訂版）」に引き続き、大綱と改革プランを

一体的に編成した｢第４次富里市行政改革大綱｣を策定します。  
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富里市の現状 

 

（１）人口の推移と将来人口                    

本市の総人口は、令和６年４月１日現在で４９，６３６人となっており、年齢別

区分人口は６５歳以上が１４，６２０人で、総人口に占める６５歳以上の人口割合

は２９．５％となっています。全体に占める６４歳以下の人口に比べて、６５歳以

上の人口が増加しているため、高齢化率は増加傾向となっています。 

本市の将来人口は、「富里市人口ビジョン【令和３年度版】」では、自然体ケースの

場合、人口減少が進んで行く予測となりますが、令和１１年(２０２９年)３月末に完

成が予定されている、成田空港の機能強化が本市の人口減少対策に特に有効な要因と

考え、成田空港の機能強化を考慮したケースの本市人口の将来展望として、令和１２

年に５４，４０５人、令和１７年に５５，６４７人と増加を予測しております。 

 

■人口の推移 (単位:人) 

区 分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

総人口 50,097 50,163 49,645 49,352 49,291 49,636 

  

０歳～１４歳 5,583 5,504 5,360 5,162 5,013 4,899 

１５歳～６４歳 30,994 30,803 30,106 29,808 29,792 30,117 

６５歳以上 13,570 13,856 14,179 14,382 14,486 14,620 
        

65歳以上の割合 27.1% 27.6% 28.6% 29.1% 29.4% 29.5% 

 資料:住民基本台帳各年度４月１日現在 

■将来人口 

 

                              資料: 富里市人口ビジョン【令和３年度版】  

49,230
47,890

46,023
43,765

49,908
（住民基本台帳実績）

49,936
（住民基本台帳実績）

51,514

54,405
55,647

54,399

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

平成27年 令和２年 令和７年 令和12年 令和17年 令和22年

自然体ケース 成田空港の機能強化を考慮したケース
（人）

9,624 人の効果 

(単位:人) 



―3― 

 

167.6

230.3

206.6

194.7
184.2

151.8

217.5

192.7
184.6

177.5

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

歳入 歳出

(単位:億円)

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

（２）歳入･歳出決算の推移                               

新型コロナウイルス感染症の拡大が令和２年１月以降急速に進み、令和２年４月

に第１回目の緊急事態宣言が発表されて以降、感染症対策に係る国庫支出金等によ

り令和２年度は過去最大の予算規模となりました。令和２年度から令和５年度まで

は新型コロナウイルス感染症対策関連による影響が決算額に反映されています。 

（参考）新型コロナウイルス感染症対応 緊急事態宣言１回目 令和２年４月７日  

                               5類感染症位置付け 令和５年５月８日 

 

■歳入･歳出決算の推移(一般会計ベース) (単位:千円) 

区 分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

歳  入 16,760,869 23,028,229 20,658,328 19,466,684 18,424,712 

歳  出 15,179,074 21,745,901 19,269,635 18,462,122 17,754,328 
      

うち国庫支出金 2,522,069 8,512,177 4,565,412 4,209,807 3,755,981 

（歳入割合） （15.１％） （３７．０％） （２２．１％） （２１．７％） （２０．４％） 

 

 

(注)本大綱の数値については、整合性を保つため、適宜端数を調整しています。 
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(３)市税と地方交付税の推移                              

市税は、コロナ禍において一時減収傾向となったものの、令和４年度から増加傾向

となり、令和５年度は６７億円を超える過去最大の税収となりました。令和元年房総

半島台風による被害からの復興をはじめ、令和２年１月以降に拡大し、長期化した新

型コロナウイルス感染症対策を十分に講じながらも、並行して企業誘致などの歳入改

革の取組の効果が得られてきているものと考えられます。 

徴収率は、富里市市税等徴収対策本部を設置し、徴収対策基本方針に基づき、滞納

整理の強化と収納環境の整備を行ったことなどにより上昇傾向となり、令和５年度の

現年課税分の徴収率は、令和元年度と比較して０．２７ポイント増となりました。 

また、地方交付税については、令和２年度に減少したものの、上昇傾向となりまし

たが、国の交付税予算の関係など今後の動向を注視する必要があります。 

■市税と地方交付税の推移(市税徴収率は現年課税分) (単位:千円) 

区 分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

市    税 6,637,833 6,509,558 6,430,036 6,600,727 6,724,068 

市税徴収率 98.32% 97.18% 98.53% 98.49% 98.59% 

地方交付税 1,731,688 1,589,006 2,170,651 2,326,072 2,593,209 
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(４)義務的経費の推移（普通会計ベース）                       

扶助費は、令和５年度決算額が約５１億８，６００万円となり、令和４年度と比較す

ると約９．９％増、令和元年度と比較すると約３６．６％増と増加し続けています。 

人件費は、業務量と職員配置のバランスの配意などにより増加傾向となっています。

令和６年度からスタートした定年を６５歳まで引き上げる定年制度見直しなどにより、

令和６年度以降一時的な人件費の増加傾向が予測されます。 

公債費は、令和元年度から市債発行額を上限２億５，０００万円以下（臨時財政対策

債を除く）とし、将来負担となる公債費の抑制を図ってきたことにより、減少傾向とな

っています。 

■義務的経費※の推移（普通会計※ベース） (単位:千円) 

区 分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

扶助費 3,797,080 4,028,719 5,161,332 4,719,225 5,185,662 

人件費 3,402,359 3,369,663 3,419,598 3,470,630 3,600,819 

公債費 1,726,515 1,714,517 1,712,610 1,700,472 1,684,964 

合  計 8,925,954 9,112,899 10,293,540 9,890,327 10,471,445 
 

資料:決算統計資料（令和５年度は暫定版数値） 
 

 
 

※義務的経費 

性質別経費のうち義務的・非弾力的性格の強い経費で、一般的には人件費、扶助費及び公債

費を指します。人件費は経常的に支出を予定せざるを得ず、扶助費は生活扶助を始め、法令の

規定によって支出が義務付けられており、また、公債費は負債の償還に要する経費であって、い

ずれも任意に節減できない経費です。義務的経費の増加傾向は財政構造の硬直化を招くおそれ

があるので、その内容、動向に注意する必要があります。 
※普通会計 

一般会計と特別会計の一部を調整して、他の自治体と容易に比較できるように考えられたも

のを普通会計といいます。  
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(５)経常収支比率の推移                                 

令和５年度の経常収支比率※は９４．５％で、令和元年度と比較すると１．９ポイン

ト下回っているものの、令和３年度の８６．７％と比較すると７．８ポイントと大幅な

上昇となりました。 

全国集計がされている令和４年度の経常収支比率で比較すると、全国類似団体１３２

自治体中７９位で平均より０．７ポイント上回っています。また、千葉県内では５４自

治体中３７位で県内平均９０．５％より２．５ポイント上回っている状況です。 
 

■経常収支比率の推移（普通会計決算） 

区 分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

富  里  市 96.4% 93.2% 86.7% 93.0% 94.5% 

全国類似団体平均 93.7% 92.5% 88.5% 92.3%      － 

資料:決算統計資料/市町村財政比較分析表（普通会計決算） 

 

 

※経常収支比率 

財政構造の硬直度・弾力性を示すとされる指標で、この比率が高いほど経常余剰財源が少な

く、財政の硬直化が進んでいるといえます。 
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（６）一般会計の基金現在高と地方債現在高の推移                 

本市における、令和５年度末の一般会計の基金現在高は、令和元年度と比較して約

２９億８，５００万円増の約４１億８,３００万円となりました。特に財政調整基金

は令和元年度と比較して約１７億８，４００万円増の約２３億３，６００万円となっ 

ています。 

一方、令和５年度末の一般会計の地方債現在高は約１１５億１，５００万円で、令

和元年度と比較して約３９億１，９００万円減となっています。公債費は、平成２０

年代に施設の老朽化などから、大規模な投資事業を展開したことにより公債費が増加

傾向であったことから、令和元年度から市債発行額を上限２億５，０００万円以下（臨

時財政対策債を除く。）とし、将来負担となる公債費の抑制を図ってきたことによる 

効果が表れています。 

令和元年度から令和５年度までの５か年で見ると、「貯蓄が増えて、借金が減った」

という傾向となりましたが、経常収支比率や義務的経費が増加傾向にあり、令和６年

度以降、更に少子高齢化による社会保障関連経費の増大が進み、原油価格・物価高騰、

労務単価の上昇、地球温暖化による気候変動対策に加え、公共施設やインフラの老朽 

化対策など、行政経営は厳しさを増すことが見込まれます。 
 

■一般会計の基金現在高の推移 (単位:千円) 

区 分 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 

財政調整基金 552,115 1,225,017 2,006,006 2,028,806 2,335,985 

その他の基金 646,093 723,833 1,001,234 1,674,243 1,847,408 

合  計 1,198,208 1,948,850 3,007,240 3,703,049 4,183,393 
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■一般会計の地方債現在高(市債現在高)の推移 (単位:千円) 

区 分 令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 令和４年度末 令和５年度末 

普 通 債 7,102,006 6,300,992 5,603,009 4,880,431 4,187,945 

そ の 他 8,332,202 8,241,133 8,430,922 7,951,560 7,326,963 

  災害復旧債 85,970 68,824 50,935 33,174 15,373 

  減税補てん債 143,046 106,238 74,986 49,166 28,688 

  臨時財政対策債 8,103,186 8,045,071 8,284,001 7,848,220 7,261,902 

  減収補てん債 0 21,000 21,000 21,000 21,000 

合  計 15,434,208 14,542,125 14,033,931 12,831,991 11,514,908 
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３ 
 

基本方針 

 

基本方針１ 市民満足度の高い効率的な行政サービスの推進 

市民満足度の高い行政サービスを提供するためには、市民の価値観の多様化、

地方分権・地方創生の推進等により増大・複雑化していく行政需要を的確に捉えつつ、

市民起点を常に意識し、効率的な行政サービスの提供ができる環境や体制を構築して

いくことが必要です。 

そのために、市民との情報共有・意見交換等により市民ニーズを的確に捉えるとと

もに、デジタル技術の活用による市民サービスの向上と業務の効率化を図り、富里市

協働のまちづくり条例（平成２２年条例第９号）の理念のもと、民学産官連携※や民

間活力の活用など多様な主体との連携等により、持続可能で良質な市民サービスの向

上を図ります。 

 

推進項目 （１）ＤＸ※の推進によるサービスの向上･業務効率化 

        （２）市民ニーズに対応した行政サービスの向上 

        （３）民間活力の活用による事業の推進 

 

※ＤＸ (digital transformation デジタル･トランスフォーメーション) 

デジタル･ＩＣＴ技術の浸透が人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させることです。 

     (参考) 国(総務省) 自治体ＤＸ推進計画 令和2年12月策定 

            市       富里市ＤＸ推進計画 令和3年11月策定 

※民学産官連携 

「民(市民)学(大学･学生)産(産業･企業)官(行政)」のあらゆる立場の人との連携を示す造語です。 

 

基本方針２ 持続的発展が可能な財政運営 

これまでの行政改革において、内部管理経費など歳出の節減に努めてきましたが、

社会保障関連経費の増加や公共施設やインフラの老朽化による維持管理経費の増加、

政策的経費の確保等に対応すべき課題が多くあります。 

そのため、適宜財政見通しを把握しつつ、歳入改革を柱とした、持続的発展が可能

な財政運営を目指します。 

 

推進項目 （１）歳入の確保 

        （２）財政･公有財産の適正な管理 
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基本方針３ 機能的な組織体制の整備と将来を見据えた人材の確保･育成 

市民満足度の高い行政サービスを効果的・効率的に提供するためには、機能的な組

織体制と人材が重要となります。 

新たな行政需要や課題に対応する機能的な組織体制の整備と危機管理の強化を図

るとともに、増大・複雑化する行政需要への対応に向けた適正な人員の確保と、人材

の育成を行います。 

 

推進項目 （１）組織体制の強化 

        （２）人材確保･育成 

        （３）危機管理の強化 

 

 
 

４ 
 

計画期間 

 

富里市第４次行政改革大綱の計画期間は、令和７年度から令和１１年度までの

５年間とし、着実に取組を進めます。 

なお、計画期間中にあっても、本大綱に修正等の必要が生じた場合は、見直し

を行います。 

 

令和７年度 

（2025年度） 

令和８年度 

（202６年度） 

令和９年度 

（202７年度） 

令和１０年度 

（202８年度） 

令和１１年度 

（202９年度） 

 

推進 
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５ 
 

推進体制 

 

富里市第４次行政改革大綱は、市民等で構成する富里市行政改革推進審議会（以下

｢審議会｣という。）に諮問し、頂いた答申を反映して策定しました。 

本大綱に基づく改革プランは、市長を本部長とする行政改革推進本部により全庁的

に取り組み、実績や進捗状況を毎年度調査して、庁内共有を図るとともに、審議会の

意見や評価等を反映させながら行政改革に取り組んで行きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

機能的な組織体制の整備と将来

を見据えた人材の確保・育成 

諮問 

市 民 等 

 

行政改革推進審議会 
(市民等で構成) 

 

 

行政改革推進本部 
(市長を本部長とし、部長

等で構成) 

行政改革推進委員会 
( 全課等から１名選出) 

指示 報告 

行 政 

 

市民満足度の高い効率的な

行政サービスの推進 

答申 

 

持続的発展が可能な財政運営 

 

行 政 改 革 の推 進 体 制 

多様な主体との連携 

○民間活力の活用 

○民学産官連携 
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６ 
 

SDGｓと計画との関連について 

 

ＳＤＧｓは、平成２７年（２０１５年）９月の国連サミットで採択された国際目標

であり、「誰一人取り残さない」をスローガンに、１７のゴールを掲げ、令和１２年

（２０３０年）の目標達成に向けて国際社会全体で取り組んでいるものです。 

本市においても、ＳＤＧｓの視点を取り入れながら、行政改革の推進に取り組んで

行きます。 
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７ 
 

改革プラン 

 

基本方針 推進項目 改革プラン 

１ 市民満足

度の高い効

率的な行政

サービスの

推進 

(1)ＤＸの推進によるサービス 

の向上･業務効率化 

①行政手続のオンライン化 

②マイナンバーカードの活用による市民 

サービスの向上 

③市税等の多様な納付方法の推進 

④デジタル技術活用による業務効率化 

⑤基幹系情報システムの標準化･共通化 

(2)市民ニーズに対応した 

行政サービスの向上 

①市民起点に基づく行政経営 

②意見交換等の機会の拡充 

③効果的な情報発信 

④パブリックコメント制度の充実 

⑤公募による委員等の拡大 

⑥公共データの公開(オープンデータ) 

(3)民間活力の活用による 

事業の推進 

①ＰＰＰ/ＰＦＩの推進 

②連携協定に基づく事業の推進 

２ 持続的発

展が可能な

財政運営 

(1)歳入の確保 

①債権の適正な管理 

②企業誘致の推進 

③ふるさと納税の推進 

④広告事業の推進 

(2)財政･公有財産の適正 

な管理 

①健全財政の堅持 

②公共施設の管理経費の節減 

③公共施設等の適正な維持管理 

④公有財産の有効活用 

⑤公共施設使用料の適正化 

⑥地方公営企業の健全経営 

３ 機能的な

組織体制の

整備と将来

を見据えた

人材の確保･

育成 

(1)組織体制の強化 
①効率的な組織体制の構築 

②職員定員の適正管理 

(2)人材確保･育成 

①専門職等の人材確保 

②多様な任用形態による人材の活用 

③職員のチャレンジ意識の醸成･人材育成 

(3)危機管理の強化 

①災害時等に迅速に対応できる組織体制 

の強化 

②情報セキュリティ対策の徹底 
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基本方針１ 市民満足度の高い効率的な行政サービスの推進 

（１）ＤＸの推進によるサービスの向上･業務効率化 

番号 1-(1)-① 改革プラン 行政手続のオンライン化 

取組方針 インターネット経由で市民が行政手続の電子申請を行うことができ

る、行政手続のオンライン化を推進します。 

成果指標 □行政手続の電子申請システムの種類及び業務内容と申請実績 

□施設予約システムの実績 

□デマンド交通オンライン予約の実績 

関係課等 広報情報課・防災課・市民課・市民活動推進課・経営戦略課・ 

子育て支援課・高齢者福祉課・健康推進課・生涯学習課・予防課 

・各課等 

 

番号 1-(1)-② 改革プラン マイナンバーカードの活用による市民サービスの向上 

取組方針 証明書のコンビニ交付など、マイナンバーカードを活用した手続き

を促進し、市民サービスの向上と業務の効率化を図ります。 

成果指標 □マイナンバーカードの交付率 

□住民票･印鑑登録証明書･課税証明書のコンビニ交付サービス

の利用件数、交付枚数及び全体に対する利用割合 

□申請書記入サポートシステム利用数(市民課窓口･課税課窓口) 

関係課等 市民課・課税課 

 

番号 1-(1)-③ 改革プラン 市税等の多様な納付方法の推進 

取組方針 スマートフォンアプリを使用したキャッシュレス決済など、多様な納

付方法の適切なＰＲを行い、キャッシュレス納付の促進を図ります。 

成果指標 □キャッシュレス納付利用件数及び割合(市税･国保税･保育料･後期

高齢者医療保険料･介護保険料･下水道使用料･水道料金･給食費) 

関係課等 納税課・子育て支援課・高齢者福祉課・国保年金課・上下水道課・

学校教育課 

 

番号 1-(1)-④ 改革プラン デジタル技術活用による業務効率化 

取組方針 市民サービスの向上及び働き方改革を推進するため、デジタル技術

の活用による業務の効率化を検討します。 

成果指標 □ＡＩ・ＲＰＡ※の導入による事務の効率化の検討 

□オンラインによる会議･研修等の開催数 

□介護認定システムのタブレット端末の活用 

関係課等 広報情報課・高齢者福祉課・各課等 

※ＲＰＡ(Robotics Process Automation ロボティック プロセス オートメーション) 

人が行うパソコン業務の一部をソフトウェア型のロボットが代行・自動化する技術。データの抽

出や転記、ファイル作成、システム間データの受け渡しといった定型的な業務が主な対象です。 
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番号 1-(1)-⑤ 改革プラン 基幹系情報システムの標準化･共通化 

取組方針 全国の自治体で基幹系情報システムを標準化することで、自治体

業務の効率化やシステム関連コストの削減、自治体間連携により

市民の利便性の向上などが図られるもので、令和７年度末までに

適正なシステム移行を実施し、標準化･共通化による効果やメリッ

トをいかした効率的な業務を推進します。 

成果指標 □基幹系２０業務の標準化･共通化への適正なシステム移行 

①住民基本台帳 ②選挙人名簿管理 ③固定資産税 ④個人住民税 

⑤法人住民税 ⑥軽自動車税 ⑦国民健康保険 ⑧国民年金 

⑨障害者福祉 ⑩後期高齢者医療 ⑪介護保険 ⑫児童手当 

⑬児童扶養手当 ⑭生活保護 ⑮就学 ⑯健康管理 ⑰子ども･

子育て支援 ⑱戸籍 ⑲戸籍の附票 ⑳印鑑登録 

関係課等 広報情報課・市民課・課税課・納税課・社会福祉課・生活支援課・ 

子育て支援課・高齢者福祉課・国保年金課・健康推進課・学校教育課・

選挙管理委員会 

 

（２）市民ニーズに対応した行政サービスの向上 

番号 1-(2)-① 改革プラン 市民起点に基づく行政経営 

取組方針 市民起点の観点に基づき、市民に寄り添った効果ある行政経営へ

とつながるような政策実行計画及び予算編成に努めます。 

成果指標 □政策実行計画事業数 

□政策実行計画事業の外部評価の実施 

関係課等 経営戦略課・各課等 

 

番号 1-(2)-② 改革プラン 意見交換等の機会の拡充 

取組方針 ｢市長への手紙｣や｢まちかど市長室｣などにより頂いた市政への

ご意見･ご提案を有効活用し、市の施策への反映を図るため、関

係各課等と連携し情報を共有します。 

成果指標 □市政へのご意見・ご提案(市長への手紙)の件数 

□まちかど市長室の実施件数･参加者数 

関係課等 総務課 
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番号 1-(2)-③ 改革プラン 効果的な情報発信 

取組方針 効果的な情報発信をするため、広報紙や回覧、パンフレット等の紙

媒体での周知や、市公式ホームページなどのデジタル技術による

周知に加え、市政情報を積極的に報道機関へ提供し、それぞれの媒

体でニュースや記事として報道してもらえるよう働き掛け、市民等に

情報を伝えていくという、パブリシティに積極的に取り組みます。 

成果指標 □防災･防犯メールの登録者数･配信数･フリーダイヤル利用回数 

□市公式ホームページアクセス件数 

□市公式ＬＩＮＥ登録者数･配信数 

□記者会見での市長発表及びプレスリリース件数(パブリシティ) 

□ふれあい講座(出前講座)の回数･参加人数 

□ごみ分別アプリの登録者数 

関係課等 広報情報課・防災課・環境課・各課等 

 

番号 1-(2)-④ 改革プラン パブリックコメント制度の充実 

取組方針 パブリックコメント制度の周知を図り、市民の市政への参画を促進

します。 

成果指標 □パブリックコメントの実施件数、意見数 

関係課等 経営戦略課・各課等 

 

番号 1-(2)-⑤ 改革プラン 公募による委員等の拡大 

取組方針 審議会等へ公募による市民を積極的に登用し、市民の市政への参

画を促進します。 

成果指標 □公募委員登用の状況 

関係課等 経営戦略課・各課等 

 

番号 1-(2)-⑥ 改革プラン 公共データの公開(オープンデータ) 

取組方針 国の計画である｢世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活

用促進基本計画｣に基づき、市公式ホームページへの公共データの

公開を推進します。 

成果指標 □オープンデータ件数 

関係課等 広報情報課・各課等 
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（３）民間活力の活用による事業の推進 

番号 1-(3)-① 改革プラン PPP※/PFI※の推進 

取組方針 民間事業者が有するスキルやノウハウ、民間の資金を活用すること

で、より効率的な公共サービスの提供を実現するため、PPP/PFI

手法による官民連携の導入を推進します。 

成果指標 □指定管理者制度の施設の実施件数 

□官民連携事業の実績 

関係課等 経営戦略課・市民活動推進課・社会福祉課・子育て支援課・ 

商工観光課・都市計画課・各課等 

※PPP(Public Private Partnership ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ･ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ)  

官民(公民)が連携して公共サービスの提供を行う手法であり、民間の資本やノウハウを活用

し、事業の効率化や公共サービスの向上を目指すことを目的としています。 

※PFI(Private Finance Initiative ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ･ﾌｧｲﾅﾝｽ･ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ)  

公共サービスの提供に際して、公共施設が必要な場合に、従来のように公共が直接施設を整

備せずに、民間資金を利用して民間に、施設整備と公共サービスの提供を委ねる手法です。 

公共施設や設備の設計、施工、維持管理、運営などに、民間の資金やノウハウを活用すること

で、より効率的な公共サービスの提供を実現することを目的としたものです。 

 

番号 1-(3)-② 改革プラン 連携協定に基づく事業の推進 

取組方針 災害時をはじめ、多様な連携内容を包括した協定など、多くの企業

や大学などと連携協定を締結しており、それぞれが有する専門知

識やノウハウを効果的に事業に取り入れていきます。 

成果指標 □協定件数(包括連携協定・災害時応援協定・その他連携協定) 

□連携実施事業の内容及び件数(災害時応援協定の訓練等での連

携協力事業実績含む) 

関係課等 経営戦略課・防災課・健康推進課・各課等 
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基本方針２ 持続的発展が可能な財政運営 

（１）歳入の確保 

番号 2-(1)-① 改革プラン 債権の適正な管理 

取組方針 市民負担の公平性の確保などの観点から、庁内連携を図り市税等

の徴収率向上対策や滞納整理の強化など積極的に実施し、債権の

適正な管理に努めます。 

成果指標 □徴収率(市税･国保税･保育料･介護保険料･給食費) 

関係課等 納税課・子育て支援課・高齢者福祉課・学校教育課 

 

番号 2-(1)-② 改革プラン 企業誘致の推進 

取組方針 本市の都市計画マスタープランに基づくまちづくりの実現に向け、

市街化調整区域における土地利用方針及び地区計画ガイドライン

に即した酒々井インターチェンジ周辺や主要幹線道路周辺などへ

の積極的な企業誘致を図ります。 

成果指標 □企業誘致の取組･実績 

関係課等 経営戦略課・商工観光課・都市計画課 

 

番号 2-(1)-③ 改革プラン ふるさと納税の推進 

取組方針 ふるさと納税制度を活用し、本市の特産品や魅力をＰＲするととも

に、市内事業者の方と協議しながら返礼品の拡充･充実等を図り、

歳入の確保に努めます。 

成果指標 □富里市ふるさと応援寄附金額 

□返礼品メニュー数 

関係課等 経営戦略課 

 

番号 2-(1)-④ 改革プラン 広告事業の推進 

取組方針 市有財産や市公式ホームページ等を媒体とした広告事業を推進

し、歳入の確保及び経費の節減を図ります。 

成果指標 □有料広告制度によるホームページや広報紙などの掲載による収入 

□デジタルサイネージの収入 

□広告掲載による印刷物等の無償作成実績(窓口封筒・案内冊子

など) 

関係課等 広報情報課・市民課・経営戦略課・財政課・課税課・子育て支援課・

高齢者福祉課・図書館・各課等 
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（２）財政･公有財産の適正な管理 

番号 2-(2)-① 改革プラン 健全財政の堅持 

取組方針 全国の類似団体との財政比較分析を行い、経常収支比率※を９０％

未満にするとともに、財政健全化法に基づく健全化判断比率等を

指標として健全財政を堅持します。 

成果指標 □経常収支比率の改善(財政の指標として) 

□市町村財政比較分析(普通会計※決算)による分析･類似団体との比較

(財政力指数※･経常収支比率※･将来負担比率※・実質公債費比率※) 

□財政健全化法に基づく健全化判断比率等の分析（実質赤字比率※ 

･連結実質赤字比率※･実質公債費比率※･将来負担比率※） 

関係課等 財政課 

※普通会計 

一般会計と特別会計の一部を調整して、他の自治体と容易に比較できるように考えられたものです。 

※財政力指数 

地方交付税制度からみた財政力の強弱を判断する指数で、一般的には「１」に近いほど「１」を

超えるほど財政力が強いとされており、「１」を超えると普通交付税は交付されません。 

※経常収支比率 

財政構造の硬直度なり弾力性を示すとされる指標で、この比率が高いほど経常余剰財源が少

なく、財政の硬直化が進んでいるといえます。 

※将来負担比率 

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率であり、これらの負

債が将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示す指標。市町村にあっては、早期健全化基

準は 350％とされています。 

※実質公債費比率 

地方公共団体における公債費による財政負担の度合いを判断する指標で、公債費や公営企業債に対する

繰出金などの公債費に準ずるものを含め、過去３か年の平均値で示した指標。この値が18％以上となる地

方公共団体については、地方債協議制度移行後においても市債の借入れに当たり許可が必要となります。 

※実質赤字比率 

普通会計等の実質赤字の標準財政規模に対する割合です。 

※連結実質赤字比率 

全会計（公営企業を含む。）を対象とした実質赤字（又は資金不足額）の標準財政規模に対する比率で、標

準的に収入される一般財源の規模に対し、黒字か赤字か(赤字の場合はその割合)を判断する指標です。 

 

番号 2-(2)-② 改革プラン 公共施設の管理経費の節減 

取組方針 燃料価格や物価変動、また地球温暖化等の影響による暑さ対策など

により、支出の抑制が難しい一面はあるものの、引き続き継続して節

約に取り組みます。 

成果指標 □電気･ガス･上下水･燃料について各年度の決算額を分析 

①市役所 ②中央公民館 ③福祉センター ④こども園(葉山･向台) 

⑤こども館葉山キッズランド ⑥幼稚園(富里･浩養) ⑦コミュニ

ティセンター(北部･中部) ⑧農林業センター ⑨水道事業所 

⑩小学校(７校) ⑪中学校(３校) ⑫社会体育館  ⑬図書館 

⑭消防庁舎(本署・北分署) 

関係課等 財政課・市民活動推進課・社会福祉課・子育て支援課・農政課・ 

上下水道課・教育総務課・生涯学習課・図書館・消防総務課・消防署 
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番号 2-(2)-③ 改革プラン 公共施設等の適正な維持管理 

取組方針 公共施設等総合計画や施設ごとに策定している個別施設計画等に

基づき、ファシリティマネジメント※の視点を取り入れた公共施設等

の総合的な管理を推進します。 

成果指標 □富里市公共施設個別施設計画等に基づき、ファシリティマネジメ

ントの視点及び長寿命化を踏まえた施設改修等の実績 

□脱炭素化･ＣＯ2排出量削減の取組実績(再生可能エネルギー設

備の導入や低炭素設備の導入など) 

関係課等 財政課・市民活動推進課・社会福祉課・子育て支援課・農政課・環境課・

上下水道課・教育総務課・生涯学習課・図書館・消防総務課・消防署 

※ファシリティマネジメント 

公共施設の効果的かつ効率的な運用・維持・管理を経営的視点から最適を図る手法です。 

 

番号 2-(2)-④ 改革プラン 公有財産の有効活用 

取組方針 公有財産の有償貸付や、サウンディング等による有効活用につい

て検証するとともに、処分可能となった財産については売却方法

を検討する。 

成果指標 □公有財産の有償貸付件数･金額の実績 

□サウンディング等の実績 

□売却実績 

関係課等 財政課・経営戦略課・各課等 

 

番号 2-(2)-⑤ 改革プラン 公共施設使用料の適正化 

取組方針 市内及び近隣市町等の公共施設使用料との整合性を考慮し、使用

実績の分析を行うとともに、減免団体等の公正性を確保します。 

成果指標 □公共施設の利用実績･使用料実績の分析 

□減免団体等の統一性の確保 

関係課等 経営戦略課・市民活動推進課・社会福祉課・子育て支援課・ 

高齢者福祉課・健康推進課・農政課・都市計画課・生涯学習課 

 

番号 2-(2)-⑥ 改革プラン 地方公営企業の健全経営 

取組方針 富里市水道事業ビジョン及び富里市下水道事業経営戦略に基づ

き、健全経営を維持します。 

成果指標 □地方公営企業の経常収支比率※ 

（経常収支比率＝経常収益/経常費用×100％） 

関係課等 上下水道課 

※地方公営企業の経常収支比率 

上下水道事業に要する経常的な費用が、上下水道料金等の経常収益によってどの程度賄わ

れているかを示す指標で、この比率が100%未満である場合、収益(稼いだお金)で費用(支払

うお金)を賄えず経常損失が生じていることを意味します。 
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基本方針３ 機能的な組織体制の整備と将来を見据えた人材の確保･育成  

（１）組織体制の強化 

番号 3-(1)-① 改革プラン 効率的な組織体制の構築 

取組方針 新たな行政課題や、市民起点による各種政策実行計画事業を効果

的・効率的に取り組む組織体制の構築を図ります。 

成果指標 □組織改編等の実施状況(部･課･班等) 

□政策を実現する上での組織体制の点検･検討を実施し、必要に

応じて見直しを行う 

関係課等 総務課 

 

番号 3-(1)-② 改革プラン 職員定員の適正管理 

取組方針 富里市定員適正化計画により、業務量と定員数のバランスに配意

し、類似団体等の状況も把握しながら適正な定員管理に努めます。 

成果指標 □富里市定員適正化計画による定員管理(定員に対する職員数) 

□任期の定めのない職員数(普通会計･一般行政)の類似団体との

比較(人口１万人当たり) 

関係課等 総務課 

 

（２）人材確保･育成 

番号 3-(2)-① 改革プラン 専門職等の人材確保 

取組方針 市民ニーズに的確に対応できる専門資格等を有する職員の計画的

な確保に努めます。 

成果指標 □専門職の状況(消防職･保健師･保育士(保育教諭)･土木･建築等） 

□採用状況 

関係課等 総務課 

 

番号 3-(2)-② 改革プラン 多様な任用形態による人材の活用 

取組方針 限られた人材を有効に活用し、適切な人員配置を行うため、多様な

任用形態による職員配置を検討します。 

また、令和６年度から適用された定年延長制度により、６０歳を超

える職員の能力･経験をいかした適切な配置等を検討します。 

成果指標 □定年延長職員の状況 

□再任用職員の状況 

□専門的知識を有する者の職員としての任用状況(任期付き) 

関係課等 総務課 
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番号 3-(2)-③ 改革プラン 職員のチャレンジ意識の醸成･人材育成 

取組方針 富里市人材育成基本方針に基づき、市民起点、経営志向、チャレン

ジ精神、チームワークを育みながら、｢自ら伸びる｣｢職場で伸ばす｣

｢制度で伸ばす｣人材育成を行います。 

成果指標 □各種研修･派遣等の状況 

関係課等 総務課 

 

（３）危機管理の強化 

番号 3-(3)-① 改革プラン 災害時等に迅速に対応できる組織体制の強化 

取組方針 災害時や感染症拡大等に迅速に対応できるよう、計画やマニュア

ルに基づく組織体制と職員配備体制を平時から確認するととも

に、定期的に職員訓練を実施します。 

成果指標 □職員配備体制の確保 

□職員への訓練実績(普通救命訓練を含む。) 

関係課等 総務課・防災課 

 

番号 3-(3)-② 改革プラン 情報セキュリティ対策の徹底 

取組方針 平成２８年度から｢ネットワークの三層の対策｣により、情報セキュリ

ティ対策の抜本的な強化に取り組んでいますが、行政手続のオン

ライン化などＤＸの推進による新しい生活様式に対応していくた

め、更なるセキュリティ強化が必要となります。 

セキュリティ強化のため、より高いレベルのガバメントクラウド※へ

の移行や、情報セキュリティポリシー※の確実な運用と適宜見直し

を実施するなど、情報セキュリティ対策を徹底します。 

成果指標 □情報セキュリティポリシーの確実な運用･体制･職員研修等の実

施状況 

関係課等 広報情報課・各課等 

※ガバメントクラウド 

政府に加えて地方自治体や独立行政法人など公的機関が共同利用するため構築するクラウド基

盤のことです。 

※情報セキュリティポリシー 

組織において実施する情報セキュリティ対策の方針や行動指針のことです。 

 

 

関係課等は、本大綱の策定時における成果指標に関係する所管課等を示したもので、改

革プラン個票による進捗管理のもと、必要に応じて追加等の調整を行います。 
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〒286－0292 富里市七栄６５２番地１ 
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